
　「建設産業フォーラム２００９」は、「壊れはじめたインフラ・あなたの街は大丈夫か？～国の責任で地域再生を～」をテーマに、５月２８日、幕張メッセにおいて、７５３名の参加で開催した。
フォーラムでは、①地域の建設産業は「建設投資の急激な減少」と「ダンピング受注の横行」などにより倒産が相次ぐなど深刻な状況にあり、建設技能者の継承維持も困難な状況にあること。②道路橋、河川管理施設、下水道管路、港湾岸壁などのインフラ施設は、建設後50年を迎えて老朽化しており、放置するならば、国民生活に大きな支障をきたす深刻な状況にあること。③地域の防災・災害復旧とインフラ施設の維持管理で建設会社が重要な役割を担っていること。④そして「財源なき地方分権」によって、国の責任が放棄されようとしていることを確認した。

米国の金融危機に端を発した世界同時不況の中で、公共事業による内需拡大の気運が高まり、政府は、大型補正予算も含めた財政出動をすすめているが、その事業の多くが「財界の求める大規模開発事業」であり、大手ゼネコン向けの公共事業である。
私たち実行委員会11団体は、国民の安全・安心を確保するためにも、地域の守り手である「建設産業」の再生に向けて、次のとおり提言する。
提言１　インフラ施設を守る「基準」と「予算」を、国の責任で行うこと。

　　すべての国民が安全・安心に暮らせるように、道路橋や下水道などのインフラ施設を守るために計画的な「維持管理・点検・補修」を行う「基準の制定」と「必要な予算と人材」を確保すること。
このことは、憲法第22条及び第25条の「国民の自由と権利」であり、第13条により「国の責任」で行うこと。「国の責任」を放棄し、地方自治体に押し付ける「地方分権」は行わないこと。
提言２　公共事業を「財界の大規模開発型」から「国民の生活密着型」へ転換すること。

　景気対策・内需拡大として行う公共事業は、地域の建設会社を通じて地域経済にまわるように、インフラ施設のメンテナンスや自然再生エネルギー施設など「生活密着型」へ転換すること。
　　当面、景気回復を目的に、財界が求める「大規模開発型事業」を一時中断して、中小建設会社の経営の安定と建設技能者の労働条件改善に結びつく「緊急雇用対策事業」を地方に創出すること。
提言３　防災とインフラの守り手である「建設技能者」を守り育成すること。
　　災害列島の日本で地域の建設技能者は、防災の面からも災害復旧の面からも「地域の守り手」であり、インフラ施設を補修できる「お医者さん」である。インフラ点検、地質・機械・通信などの建設関連技能者も含め、行政・経営者・労働組合が協同し「技能者育成システム」を構築すること。
　　そして、建設技能者の人材確保と育成のために、建設会社の安定的な経営を保障する入札契約制度の改善をめざし、当面、元請企業に対し①ダンピング受注の禁止、②下請企業に地元企業の採用、③建設技能者賃金からのピンハネ禁止、④建設業退職金制度の完全適用を求める。
提言４　インフラ施設に対する「公共サービス」は、国と自治体が責任を持つこと。

　　インフラ施設の「維持管理・点検・補修」は、公共サービスです。今国会で成立した「公共サービス基本法」に基づいて、防災体制に組み込まれている運転手の業務委託や下水道管路の一括業務委託などの民営化を行わず、公共サービスは、国と自治体が責任を持って実施すること。公共サービスの実施機関は、インフラ施設の特性を踏まえ、国と地方の効率的な役割分担で行うこと。
　以上　提言する。
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